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図表 1 我孫子市提案型公共サービス民営化制度の仕組み 
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図表 2 包括管理業務委託の仕組み 













数は 30 年である。つまり 15年でなく 30年で改修すればよいということであり、改修費用





図表４ 実績データから設定した改修周期  















































30 年（範囲：25～30 年） 
（15 年毎の補修） 
浄化槽設備 設定なし － 
防災設備 法定点検における補修・改修または 20 年・30 年 20・30年 
電気設備 
（受変電設備） 












15 年（範囲：15～30 年） 
ガス設備 法定点検における補修・改修または 30 年 30 年 























実績で比較すると 11.0％の削減効果が認められる（図表 6）。 
 









































図表 7 1契約当たり工数の算出 
 

















































図表 10 巡回点検時修繕効果 





























































のクラスを A～C の 3 段階に分ける方法である。道路の舗装を例にとると、クラス A では、













                            
3 学校統廃合の前提 適正規模児童生徒数：小学校 690人、中学校 720人（小 1，2年 35人/学級、小 3年
以上 40人/学級、小中学校とも適正学級数 12～18学級） 現在の小中学校児童生徒数×（１－将来年少人















































図表 13 得られた知見まとめ 
